
 

「周地の埋蔵文化財包蔵地」に該当するか否かを照会・確認 

周地の埋蔵文化財包蔵地に該当する場合 

事業着手の60日前までに文化財保護法第93条第１項 

に基づく届出が必要（事業主→市教委→都教委） 

事業を実施しても、遺

跡に影響がないと判

断された場合 

事業を実施した場合、遺跡に

影響が及び、破壊される可能

性が高いと判断された場合 

都教育長は、工事中の

立会いあるいは慎重

工事を指示 

都教育長は、工事着手前の試掘

調査及び本調査の実施を指示 

市教育委員会が工事

中の立会いを実施 

遺構・遺物

なし 

遺構・遺物 

あり 

取り扱い 

終了 

右上の①

へ 

市教育委員会が事前の試掘調査を実施 

遺構・遺物

なし 

遺構・遺物あり 

取り扱い

終了 

事前協議 

試掘調査の結果に基づ

き、以後の遺跡の取り扱

いについて協議 

本調査の範囲、調査機

関、調査期間・費用等に

ついて、遺跡の内容や事

業計画の内容を勘案し

て協議を進めます。 

 

本調査（記録保存）の実施 

遺跡を現地に保存する代替措置として、本調査

を行い記録として保存します。 

本調査に関わる費用は、事業主負担が原則で

す。 

取り扱い終了 

現地による調査終了後、調査機関では、整理作

業及び報告書刊行まで作業が続きます。 

現地における事業計画は、現地調査が終了すれ

ば着手することができます。 

遺跡に影響が及ばないように事

業計画を変更する 

① 

設計変更、事業の見直し 

現状保存 一部保存 

史 跡 指 定 等 

重要な遺跡 

重要な遺跡 

周地の埋蔵文化財包蔵地に該当しない場合 

事業（土木・建築工事）に着手 

工事中に遺跡を発見した場合 

現状を変更せず、文化財保護法

第96条第１項に基づく「遺跡

の発見届」が必要 

（事業主→市教委→都教委） 

■ 埋蔵文化財の取り扱いに関するフローチャート 


